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背景と目的１ １

　立地適正化計画は、「都市再生特別措置法」の一部改正（平成 26（2014）年８月施行）により市町村が策定で

きることとなった計画で、人口減少下においても持続可能で生活しやすいまちとしていくために、医療・福祉施設、

商業施設や住居等がまとまって立地し、あるいは、高齢者をはじめとする住民が自家用車に過度に頼ることなく

公共交通により医療・福祉施設や商業施設等にアクセスできるなど、日常生活に必要なサービスや行政サービス

が住まいの身近に存在する「コンパクトプラスネットワーク」の考えが重要であると示されました。

　また、近年、気候変動の影響により、頻発・激甚化する自然災害に対し、「防災・減災」の考え方に基づいた安

全安心なまちづくりが強く求められており、国においては「都市再生特別措置法」の一部改正（令和２（2020）

年９月施行）により、立地適正化計画の中に防災対策・安全確保策等を定める「防災指針」の作成が位置付けら

れました。

　本市においても、合併による広域化に伴い低い傾向にあった都市全体の利便性を向上させるために、比較的に

人口や都市機能の集積がみられるエリアを拠点化し、「コンパクトプラスネットワーク」「防災・減災」に対応し

た「防災コンパクト都市」を目指していくため、立地適正化計画を策定します。

はじめにはじめに第第11章章



第
１
章　

は
じ
め
に

2

　立地適正化計画とは、都市再生特別措置法第 81条に規定する「住宅及び都市機能増進施設の立地の適正化を

図るための計画」であり、居住機能や医療・福祉・商業等の都市機能の立地、公共交通の充実等に関し、市町村

が都市全体の観点から作成する包括的な都市計画です。

　また、計画の作成においては、持続可能で機能的な都市構造を確保するために、都市計画法を中心とした従来

の土地利用計画に加え、居住及び都市機能の誘導に向けた取組を推進し、市が居住や都市機能を誘導すべき区域（居

住誘導区域、都市機能誘導区域）を設定し、区域内への誘導施策等を定めることができる計画です。

　なお、立地適正化計画は、都市全体を見渡したマスタープランとしての性質を持つものであることから、都市

計画法に基づく都市計画マスタープランの一部とみなされます。

（１）都市機能誘導区域
　都市機能誘導区域は、居住誘導区域内において設定されるものであり、医療・福祉・商業等の都市機能を都市

の中心拠点や生活拠点に誘導し集約することにより、これらの各種サービスの効率的な提供が図られるよう定め

るべきとされています。

　都市機能誘導区域外で立地適正化計画に位置づけた誘導施設を新築等しようとする場合、またはその目的で行

う開発行為を行おうとする場合には届出が必要となります。

（２）居住誘導区域
　居住誘導区域は、「都市が人口減少下にあっても市街地の一定のエリアにおいて人口密度を維持し、生活サービ

スやコミュニティが持続的に確保されるよう、居住を誘導する区域」です。

　このため、居住誘導区域は、都市全体における人口や土地利用、交通や財政、災害リスクの現状及び将来の見

通しを勘案しつつ、居住誘導区域内外にわたる良好な居住環境を確保し、地域における公共投資や公共公益施設

の維持運営などの都市経営が効率的に行われるよう定めるべきとされています。

　なお、居住誘導区域を設定することにより、居住誘導区域外に一定規模以上の住宅の新築等する場合には届出

が必要となります。

■立地適正化計画の概要 出典：国土交通省HP

立地適正化計画制度の概要１ 2
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洲本市国土利用計画

洲本市都市計画マスタープラン

淡路地域
都市計画区域
マスタープラン

即す

洲本市

地域地区 都市施設 市街地開発事業等 地区計画等

指針

新洲本市総合計画

適合する

兵庫県

兵庫県
国土利用計画

■策定根拠：都市計画法第18条の2

（都市計画法第18条の2第1項）

■策定根拠：国土利用計画法 第8条第1項

■策定根拠：都市再生特別措置法第81条

即す

市街地 農用地水面等道路宅地 公園緑地等 森林

即す

【高度化版】

農業振興計画

その他個別計画 等

地域防災計画

住生活基本計画
整合

（人口集中地区（DID））

■策定根拠：洲本市総合基本計画審議会条例

適合する 適合する

即す

国土利用
計画法第8条

第2項）

都市計画法
第18条の2
第1項）

洲本市立地適正化計画
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（１）計画期間
　本計画は、令和 4（2022）年から令和 13（2031）年までの 10年間とします。

（２）計画対象区域
　本計画の対象区域（都市再生特別措置法第 81条に基づく立地適正化計画の区域）は、都市計画法第 4条第 2

項に規定する都市計画区域とします。

（３）計画の位置づけ

■計画体系図

本計画の概要１ 3

Sumoto City
Location rationalization plan


